
 

堺市監査委員公表第２６号 

 

監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法 

律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 
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監査結果に基づく措置通知書  

 

監 査 の 種 類 
公の施設の指定管理者監査  

(堺市立青少年センター及び堺市立青少年の家 ) 

監 査 実 施 期 間 令和 7 年 11 月 1 日～令和 8 年 3 月 30 日  

措置を講じた部局等 
こども青少年局  こども青少年育成部  こども育成課

指定管理者：日本環境マネジメント株式会社  

指  摘  事  項  等  措置内容  所管部課等  

３  事業報告書等について  

(1) 基本協定書において、指定管理

者は、事業報告書に収支状況を記

載することとされており、収支の

内訳について正確に報告する必要

があるが、以下の誤りがあった。  

  

   

ア  青少年センターの収支決算

書において、経理処理を誤った

ため、備品購入費及び消耗品費

において計上誤りがあった。  

 

発生原因は、Ⅱ種備品一覧

の金額を誤って記載し、その

まま収支管理ソフトに転記し

たことによります。  

御指摘を受け、Ⅱ種備品一

覧を訂正し、令和 7 年 12 月 16

日に市に提出しました。同様

に、事業報告書についても訂

正し、令和 8 年 2 月 5 日に市

に提出しました。  

今後は、Ⅱ種備品一覧を確

認時に領収書等の証憑を必ず

業務責任者と備品管理担当職

員で照合し、事業報告書作成

に当たっては業務責任者、エ

リア担当者及びエリア責任者

による複数段階のチェックを

実施し、再発防止を徹底しま

す。  

また、経理処理や備品管理

に関する研修を実施し、経理

業務に関与する職員の知識の

指定管理者  
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向上を図りました。  

併せて、顧問会計事務所の

助言を受けながら、経理処理

に係るルールの周知徹底を図

り、確認体制を強化します。  

 

 御指摘を受け、訂正された

Ⅱ種備品一覧は令和 7 年 12 月

16 日に、事業報告書は令和 8

年 2 月 5 日に受領しました。  

指定管理者に対し、今後は

Ⅱ種備品一覧の管理及び経理

処理を適正に行うよう指導し

ました。  

 

 

 

 

 

 

 

こども育成課  

イ  青少年セ ンター 及び青少年

の家の収支決算書において、委

託料の支出 額を業 務 ごとに記

載しているが、集計誤りなどに

より誤った 金額を 記 載してい

るものがあった。  

発生原因は、同一業者へ複

数業務を委託した際、委託契

約書の内容確認が不十分であ

り、費目誤り等が生じたこと、

更に集計時のチェック体制に

不 備 が あ っ た こ と に よ り ま

す。  

御指摘を受け、事業報告書

を訂正し、令和 8 年 2 月 5 日

に市に提出しました。  

今後は、費目の適正な計上

方法を明文化し、経理担当職

員に周知徹底を図ります。ま

た、館長、副館長、エリア担当

者による複数人でのチェック

を徹底し、新たに AI 技術をチ

ェ ッ ク 工 程 に 導 入 す る こ と

で、複数資料への転記・入力ミ

スや判断ミスによる誤計上を

客観的に検証し、再発防止を

徹底します。  

 

御指摘を受け、訂正された

指定管理者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども育成課  
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事業報告書を令和 8 年 2 月 5

日に受領しました。  

指定管理者に対し、今後は

経理処理を適正に行うよう指

導しました。  

   

(2) 基本協定書において、指定管理

者は、事業報告書に職員研修の実

施 状 況 等 を 記 載 す る こ と と さ れ

ている。  

しかし、事業報告書に記載され

た研修の実施状況について、実施

日 及 び 参 加 者 に 記 載 誤 り や 記 載

漏れが多数あり、正確な報告が行

われていなかった。  

発生原因は、①研修の実施

記録を日報に正確に記載でき

ていなかったこと、②研修記

録の取りまとめ時に、対象者

名簿と日報の照合を怠ったこ

と、③複数回実施の研修を一

括記載したため、誤りが生じ

たことによります。  

御指摘を受け、事業報告書

及び定期報告書を訂正し、令

和 8 年 2 月 5 日に市に提出し

ました。  

今後は、日報への正確な記

載を徹底し、実施日と参加者

名を明確に記録できるよう研

修 実 施 一 覧 表 を 訂 正 し ま し

た。また、記載誤りや漏れがな

いか業務責任者が確認し、毎

月の定期報告書提出時に、エ

リア担当者及びエリア責任者

による確認を実施することに

より、再発防止を強化します。 

 

御指摘を受け、訂正された

事業報告書及び定期報告書を

令和 8 年 2 月 5 日に受領しま

した。  

今後は、毎月の定期報告書

及び連絡調整会議において、

指定管理者に対し研修の実施

状況が適切に記載されている

か確認します。  

指定管理者  
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４  管理運営について    

(1) 指定管理者は、本施設において

業 務 の 実 施 に 供 す る た め に 任 意

で購入した価格 2 万円以上の備品

を 帳 簿 に よ り 管 理 す る こ と と し

ている。  

しかし、当該備品に係る帳簿に

おいて、個数や取得金額を誤って

いるものがあった。  

青少年センターにおける発

生原因は、Ⅱ種備品の金額を

誤って転記し、適切な照合を

怠ったことによります。また、

青少年の家における発生原因

は、令和 6 年度末時点での一

覧に、誤って令和 7 年度に購

入したものを含めてしまった

ことによります。  

御指摘を受け、Ⅱ種備品一

覧を訂正し、令和 7 年 12 月 16

日に市に提出しました。  

今後は、Ⅱ種備品一覧の確

認時に領収書等の証憑を必ず

業務責任者と備品管理担当職

員で照合し、館長、副館長と備

品管理担当職員による複数人

でのチェックを徹底すること

で、再発防止を強化します。  

 

御指摘を受け、訂正された

Ⅱ種備品一覧を令和 7 年 12 月

16 日に受領しました。  

今後は、市の貸与備品の確

認時に、Ⅱ種備品の現物と一

覧が一致しているかを確認し

ます。  

指定管理者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども育成課  

 


